
（別記） 

令和５（２０２３）年度多治見市農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

当地域は、2022 年度の水田作付面積が約 133.9ha であり、2021 年度（136.0ha）と比較して 2.1ha

減少した。自己保全管理の休耕田については、37.4ha（水田面積の約 28％）と 2021 年度（38ha）と比

較して 0.6ha 減っており、これらを合わせると農作物が作付されている水田は 1.5ha 減少したことに

なる。 

 原因は、農業者の高齢化による耕作放棄、市街化区域における宅地化や相続等による農地の細分

化、太陽光発電システムの設置等による農地転用の進行などがあると考えられる。 

産地交付金を活用するなどし、農地減少の抑制や農業振興を図る必要があるが、農地の集積や担い

手確保については、「営農組織」での農業経営が望まれている。 

 

２ 高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

当地域は、周辺部を山地が取り囲む盆地で、夏は暑さが厳しく冬は寒い地域である。陶土や採石の

生産で知られるように、やせた土地が多く、水稲以外の団地化、品目の拡大が難しい。このことか

ら、飼料用米の作付けに取り組むとともに、主食用米では高温耐性品種への転換など「美味しい米・

売れる米」作りにも積極的に取り組み、水稲生産のバランスを保つことに努める。併せて、畑作化に

よる地産地消の野菜の作付推進も、産地交付金を受けて進めていく。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

 市街化が進んでいる当地域は耕作地が減少し、自己保全管理農地が増えていることから、集積に取

り組む地域をはじめ優良な農地及び労働力を確保していく必要がある。このため、営農計画書で水田

の利用状況を把握し、畑作化の農地についての検討を行っていく。また、農産物直売所「駅北ファー

ム」での販売による「地産地消」の取り組みに対して産地交付金を活用し、安全で新鮮な野菜作りを

目指し、需要のある農作物の作付誘導を図る。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

2022 年度の作付面積は 62.30ha であり、岐阜県農業再生協議会による生産指標であった 70.70ha

を大きく下回った。2023 年度の生産指標は 72.03ha であり、高温耐性品種への転換を促すなど、地

域に合った、美味しい米作りに取り組むべく、農業者を始め関係機関で協力、支援していく。 

（２）非主食用米 

 ア 飼料用米 

2022 年度は 142a（うち、多収品種 75.5a）の作付があり、2021 年度と比べて増加となった。さら

に作付が増加するよう、引き続き畜産との連携など供給先の確保に努める。 

イ ＷＣＳ用稲 

新たにＷＣＳ用稲に取り組むことができるよう、産地交付金の対象とするとともに作付の促進を

促す。飼料高騰が続く中、2023 年度は 138a の作付予定があり、畜産との連携の動きが見られる。 

ウ 加工用米 

2022 年度については作付が行われず、生産目標にはいたらなかった。今後も加工用米に取り組む

ことができるよう、作付の促進を促す。 

 



（３）麦、大豆、飼料作物 

2022 年度の大豆の作付面積は、移住した新規就農者が大豆・芋・生姜を中心とした露地野菜の栽

培に取り組んだため、2021 年度を上回る 94.4a となった。麦や飼料作物については、作付が行われ

ていないことから、技術的な問題や販路などを考慮し、作付の促進を検討する。 

 

（４）高収益作物 

駅北ファームに出荷する野菜（れんこん、トマト、いちご、かぼちゃ、ねぎ、たまねぎ、さとい

も、じゃがいも、アスパラガス、その他野菜）を拡大し、地産地消を推進する。 

  

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 
 

 ※ 農業再生協議会の構成員一覧（会員名簿）を添付してください。 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）
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６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

飼料用米作付面積 （4年度）142.57a  （5年度）234a

加工用米作付面積 　　　　　　　　　0a            10a

WCS用稲                   0a                138a

計              142.57a                382a

飼料用米及び
加工米の生産費

       127,620円/10a       122,000円/10a

ＷＣＳ用稲の生産費

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

2
飼料用米及び

加工用米
WCS用稲

低コスト生産への助成

（5年度）340a（4年度）311.81a

 33,000円/10a

整理
番号

対象作物 使途名 目標

1 直売所に出荷される野菜 直売所販売への助成 作付面積



７　産地交付金の活用方法の概要

岐阜県

協議会名：多治見市農業再生協議会

1 直売所販売への助成 1 8,750 直売所に出荷される野菜（別紙のとおり）
対象作物を出荷・販売目的で作付けする販売農家等である
こと
駅北ファームの出荷者組織に登録していること

2 低コスト生産への助成 1 5,770 飼料用米、加工用米、WCS用稲（基幹作）

対象作物を出荷・販売目的で作付けする販売農家等である
こと
低コストに対する取り組み（共同利用施設での乾燥調整、
肥効調節型肥料の施用など）を１つ以上行っていること

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくだ
さい。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。


